
平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

都市計画課長
吉川　雅継

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

都市計画課長
吉川　雅継

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

道路計画課長
小林　徹雄

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

都市計画課長
吉川　雅継

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

33

07-02-04

都市計画課
計画調整担当

都市計画証明事業

目的
・

意図

対象根拠
法令
等

行政
補完的

上乗せ

－

1,270

現状維持

89 2,485 62,125

事業
内容
・

活動
手段

2,397 57,0712,39742

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性

申請に基づき、現地の状況を
確認の上、測量図に用途地域
の境界線を引く等の都市計画
に関する証明を作成する。

都市計画証明申請者（開発等
事業者､市民等）

40

説明：都市計画証明は、建築確認申請等
の添付書類として、また、設計の際に建
ぺい率・容積率の算出や建築物の構造を
決める時に用いるものであり、事務の見
直しは難しいと考える。

説明：平成28年度は平成27年度と比べて
申請件数が大きく増えたため、事業費等
も大きく増加した。

総合評価（課題・方向性）：都市計画
証明事業は、建築確認申請等の際に必
要不可欠なものであり、今後も現在と
同様に証明の作成を継続する必要があ
る。

効率性 3 達成度 3
25 1,328 60,36458

60 2,396

0

測量図上に境界線等を示すこと
によって、そこに発生する建築
行為に対し、地域地区の目標に
沿うよう建築物の用途や形態等
について、守るべき最低限の
ルールにより規制、誘導してい
く。

都市計画
証明申請
件数(件) 22

29

努力義務的
(法律・政令等)

自主的
(条例・規則等)

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

小平市

都市計画法

清瀬市 西東京市

終期

政策的
給付
事業

義務的
(法律・政令等)

該当

横出し

東村山市

廃止予定
の有無

 (改正実施年度　　年度)

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

07-02-03

道路計画課
用地係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

国土利用計画法に
係る届出受理及び
確認事務

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

廃止予定
の有無

小平市 東村山市

一部
委託

対象 外部評価

 直営
（委託無）

全部
委託

財政健全経営計画
実行プラン

指定
管理

補助
金

国土利用計画法・国土利用計画法施行令・国土利用計画法施行規則

給付
事業

該当

終期

－

現状維持

12 58

上乗せ 横出し

7 49 49 792 841 120,143

説明：国土利用計画法に基づき、適正に
事務を行っていることから、業務フロー
の改善及び制度改正の余地はない。

説明：27年度と比較して土地の取引届出
件数が増加したため。

総合評価（課題・方向性）：
東京都「市町村における東京都の事務
処理の特例に関する条例」により、東
京都から委託されている法定受託事務
である。
国土利用計画法に基づいて、適正に事
務を行っていく。

対象

業務フローに改
善の余地がある

清瀬市 西東京市

30年度の方向性

57

達成度 3

制度改正の
余地がある 　

822

都市計画課
計画調整担当

都市計画図作成事
業

07-02-02

対象

610

毎年１回、都市計画図及び都
市計画道路網図の更新印刷を
行う。(１０,０００分の１)
都市計画図５００部
都市計画道路網図５００部

都市計画図及び都市計画道路
網図は、市域における用途地
域及び都市計画道路等の内容
を示したものであり、都市計
画の変更等により適宜更新し
て都市計画に関する情報を提
供するもの。

一定面積以上の土地の取引を
行う者。 　

783 840 280,00057

目的
・

意図

国土利用計画法に基づく届出
の受理及び内容確認をして、
東京都へ提出する。

良好な市街地環境を確保する
ため、適正かつ合理的な土地
利用の確保を図るため。

3

事業
内容
・

活動
手段

土地の取
引届出件
数(件)

58

効率性 5

880

都市計画課
計画調整担当

都市計画策定事業

3

390

　30年度の方向性 縮小

640 897 897 －

558

14,444

872

30年度の方向性 現状維持
業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

26,571

効率性

45,895

業務フローに改
善の余地がある

07-02-01

根拠
法令
等

外部評価

終期
自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

812 812

総合評価（課題・方向性）：方向性：
都市計画審議会は都市計画法の規定に
より設置されているものであることか
ら、今後も引き続き市の都市計画のた
めに運営していく必要がある。

市全域、市民及び土地所有
者、関係行政団体

東久留米市都市計画審議会条
例に基づき設置されている東
久留米市都市計画審議会に
て、都市計画に関する諮問事
項について審議して頂き、答
申を頂く。

都市計画法に基づき、都市計
画に関する案件等の審議結果
をふまえて、都市計画変更・
決定の手続きを行う。

都市計画
審議会付
議件数
(件) 19

21

27

☑ 制度改正の
余地がある

567

効率性 3 達成度 3

対象

達成度

269

－

5
369

318

121

240

503

説明：都市計画審議会は、都市計画法の
規定により設置されているものであるこ
とから、事務の見直しは難しいと考え
る。

説明：平成27年度の都市計画審議会は2回
の開催であったが、平成28年度は1回の開
催であったため、開催にかかる事業費等
は減少した。

廃止予定
の有無

対象

指定
管理

一部
委託

全部
委託

東村山市 西東京市

都市計画法
（市）東久留米市都市計画審議会条例

小平市

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

対象

横出し

 直営
（委託無）

上乗せ

該当
給付
事業

補助
金

財政健全経営計画
実行プラン

努力義務的
(法律・政令等)

終期

369

121

目的
・

意図

事業
内容
・

活動
手段

行政
補完的

全部
委託

一部
委託

廃止予定
の有無

都市計画法

 直営
（委託無）

857 857

財政健全経営計画
実行プラン

上乗せ

小平市 東村山市

外部評価

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

横出し

指定
管理

都市的土地利用と良好な住環境形成への誘導

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

住みやすさを感じるまち 施策番号・名 07 生活の快適性を支えるまちづくり 基本事業番号・名 07-02

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名

人件費
（理論値）

②
（千円）

指標
（単位）

実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

247

説明：都市計画道路網図は毎年多くの残
部が発生している状況もあるため、都市
計画道路網図に関しては作成部数の見直
しを検討する余地はある。

説明：作成部数は毎年同数である。作成
にかかる費用も毎年ほぼ同額である

総合評価（課題・方向性）：都市計画
図及び都市計画道路網図の作成にあ
たって、作成部数に関しては、都市計
画図は多くの残部は発生していない
が、都市計画道路網図は毎年多くの残
部が発生している状況もあるため、都
市計画道路網図に関しては作成部数の
見直しを検討する余地はある。

1,000

都市計画
図・都市
計画道路
網図作成
部数
（枚）

1,000

1,000

567 245

257

318

目的
・

意図

補助
金

清瀬市 西東京市

市民、市域及び土地利用関係
者

640

610

事業
内容
・

活動
手段

政策的

清瀬市

73,333

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

都市的土地利用と良好な住環境形成への誘導

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

住みやすさを感じるまち 施策番号・名 07 生活の快適性を支えるまちづくり 基本事業番号・名 07-02

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名

人件費
（理論値）

②
（千円）

指標
（単位）

実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

都市計画課長
吉川　雅継

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

都市計画課長
吉川　雅継

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

都市計画課長
吉川　雅継

100

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

都市計画課長
吉川　雅継

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ □ □ □ ■ その他（　　分担金　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

上乗せ

東村山市

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

西東京市

（連）東京土地区画整理事業推進連盟要綱

廃止予定
の有無

29

総会等へ
の参加回
数
（回）

1

2

都市農地等を計画的に保全
し、良好な都市環境の形成に
資するために、生産緑地法や
生産緑地地区指定基準等を運
用し、生産緑地の指定や解除
を行う。

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

07-02-08

都市計画課
土地利用計画担当

07-02-07

都市計画課
土地利用計画担当

07-02-06

都市計画課
計画調整担当

生産緑地指定事業

 直営
（委託無）

2,665

廃止予定
の有無

横出し

横出し

一部
委託

指定
管理

補助
金

清瀬市

補助金交
付決定率
［交付件
数/申請件
数］
(％)

東京土地区画整理
事業推進連盟参画
事業

都市計画課
住宅開発指導担当

宅地開発指導事業

07-02-05

壁面後退支援事業

土地所有者
開発等事業者

市内の生産緑地地区

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

清瀬市 西東京市

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

説明：都内の土地区画整理事業を行う区
市町により構成され、当該事業推進に当
たり、国や東京都への要請活動を行うも
のであり、一加入団体として改善・改正
の余地はない。

説明：平成28年度は、総会等の開催回数
が１回だったため、単位当たりのコスト
が上昇した。

3

総合評価（課題・方向性）：地域防災
等の観点から、土地区画整理事業等の
必要性は高まっており、今後も当該事
業の推進に当たり、要請活動を続けて
いくとともに、構成区市町との情報交
換を行っていく。

18

33

33

227

0 62

20 43

事業
内容
・

活動
手段

達成度 3

対象

業務フローに改
善の余地がある

制度改正の
余地がある 　

制度改正の
余地がある ☑

目的
・

意図

生産緑地
地区指定
面積(ha) 146.58

148.84

144.37

2

0

現状維持

12,707 302,548 －

効率性

12,406

11,877

301
申請図書類に基づく現地及び
図面の確認等を行った上で、
宅地開発審査会を開催し、道
路・清掃施設等の公共施設整
備について、審議を経て市と
同意・協議の手続きを行う。

　
説明：法令に基づき事業を進めるもので
あり、改善・改正の余地はない。

説明：開発登録簿等の印刷製本費が、そ
の年度の件数により多少変動するだけで
ある。

92

277
4

都市計画法第１８条の２の規定により定め
る東久留米市の都市計画に関する基本的な
方針等の実現を図るため、開発行為及び中
高層建築物の建設等の施行に際し、公共施
設及び公益的施設の整備、負担及び基準並
びにその実施のための事務手続きについて

必要な手続きを行い良好な住環境の形成及
び快適な都市環境を備えた市街地の形成を
図ることを目的としている。

12,154 347,257

11,834 411,241

30年度の方向性

7,296 49,775

効率性 2 達成度 3
863

総合評価（課題・方向性）：生産緑地
地区指定事業は、法令に基づく事務で
あり、今後も継続して実施していく。

6,943 46,647

8,148 56,438 －

現状維持
業務フローに改
善の余地がある

1,474

583

30年度の方向性

総合評価（課題・方向性）：宅地開発
指導事業は、法令に基づく業務であ
り、今後も継続して実施していく。

54

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

説明：連続した歩行空間を確保するため
継続的に実施してきており、改善・改正
の余地はない。

11,926

対象

業務フローに改
善の余地がある

62 －0

2,892 1,446,000

6,433

6,360

6,674

説明：平成29年度中に生産緑地法の改正
が予定されており、生産緑地の指定面積
要件緩和等の条例の制定により、市内の
生産緑地面積の減少に対し、わずかでも
歯止めをかける効果が期待できる。

説明：平成28年度は都市計画変更に係る
計画図書の作成委託の費用が大きく上昇
したため、事業費等は平成27年度と比べ
て増大した。

　

　30年度の方向性 現状維持

20 63 － 100

事業
内容
・

活動
手段

21
1 達成度

　

対象

目的
・

意図

効率性 3

制度改正の
余地がある

達成度 3

説明：申請がなかった年度については、
実績値を100%とした。
交付申請に対する交付決定の割合のため
達成度は最大でも3となる。

総合評価（課題・方向性）：本事業
は、市の表玄関である駅前地区におけ
る快適な歩行空間の形成に大きく寄与
しており、沿道の土地利用の進展によ
り、対象箇所は減少しているが、今後
も継続実施していく必要がある。
なお、舗装整備が進むにつれて、当該
歩行空間の適正管理が課題となってい
る。

地区内において建築行為等を
行う事業者

駅西口及び東口地区の都市計
画道路沿道において、地区計
画制度により壁面後退を行っ
た部分の舗装整備費用の補助
を行う。

壁面後退部を歩道状に整備す
ることにより、駅前の魅力的
な都市景観とふれあいと賑わ
いのある歩行者ネットワーク
の形成を図る。 0

現状維持

47 47,000 －

事業
内容
・

活動
手段 27,000

効率性

5 38 19,0002

東京都内の区市町

都内の土地区画整理事業にお
ける課題解決のための活動を
行い、事業のより一層の推進
を図る。

連盟が主催する総会及び幹事
会へ参加する。

583

863

301

1,474

根拠
法令
等

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期
自主的
(条例・規則等)

給付
事業

廃止予定
の有無

一部
委託

指定
管理

補助
金

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

都市計画法、生産緑地法
（市）東久留米市生産緑地地区指定基準

・生産緑地法に基づく、生産
緑地地区の指定及び解除事
務。
・生産緑地指定審査会の開
催。
・都市計画審議会の審議を経
ての都市計画変更事務。

東村山市 清瀬市 西東京市

上乗せ 横出し

全部
委託

該当
行政
補完的

政策的

 直営
（委託無）

 (改正実施年度　　年度)

小平市

対象

給付
事業

該当

小平市 東村山市

財政健全経営計画
実行プラン

西東京市

外部評価対象

事業
内容
・

活動
手段

上乗せ

 直営
（委託無）

全部
委託

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

都市計画法、（市）東久留米市宅地開発等に関する条例

目的
・

意図

目的
・

意図

補助金交
付件数
(件)

小平市

277

92

2,665

行政
補完的

政策的 (改正実施年度24年度)
給付
事業

横出し

（市）東久留米駅西口地区、東口地区及び東口第二地区壁面後退舗装整備事業補助金交付
要綱

該当

上乗せ

廃止予定
の有無

東村山市

補助
金

終期

清瀬市

申請件数
(件)

35

29

42

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

小平市

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

30年度の方向性

5

21

29

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

都市的土地利用と良好な住環境形成への誘導

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

住みやすさを感じるまち 施策番号・名 07 生活の快適性を支えるまちづくり 基本事業番号・名 07-02

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名

人件費
（理論値）

②
（千円）

指標
（単位）

実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

都市計画課長
吉川　雅継

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

74 55

都市計画課長
吉川　雅継

66

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 39

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

39

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

都市計画課長
吉川　雅継

80

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 80

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

都市計画課長
吉川　雅継

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

734

372

説明：南町一丁目アパートの建替え事業
については、予定どおり平成28年度に完
了したが、八幡町第1・第2アパートの建
替え事業の開始に伴い、協議等が増加し
たためコストが上昇した。

総合評価（課題・方向性）：南町一丁
目アパートについては、予定通り平成
28年度に建替え事業が完了した。
八幡町第1・第2アパートについては、
平成28年度中に建替えに係る個別協定
を締結する予定であったが、実施設計
の遅れ等により先送りとなった。
今後は、周辺環境の整備等について協
議を進め、平成29年度中に協定を締結
した後に、建替え事業を進められるこ
ととなる。

平成30年度

行政
補完的

業務フローに改
善の余地がある

389

　制度改正の
余地がある

734

 (改正実施年度　　年度)

上乗せ

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

横出し

外部評価

都営住宅の建替えに当たり、
協定に基づき、市及び居住者
の要望等が反映されるよう東
京都と協議を行う。

都営住宅（南町一丁目アパー
ト、八幡町第１・第２アパー
ト）及びその区域内

該当

3効率性

20

補助
金

0

説明：団地の建替えに当たり、市と都市
再生機構との間で締結した協定に基づき
協議を進めるものであり、改善・改正の
余地はない。

説明：平成27年度に、東久留米団地の余
剰地等の土地利用に係る都市計画変更の
作業等が完了し、平成28年度は、主とし
て都市再生機構が施行する区画整理事業
の認可等に係る作業や、基盤整備に伴う
関係者協議を行ったのみであることか
ら、コストが減少した。

総合評価（課題・方向性）：両団地の
建替え事業については、平成22年度ま
でに完了している。
なお、本事業については、東久留米団
地の建替えにより創出された余剰地等
の活用について、平成27年に策定した
「東久留米市土地利用構想整備計画」
を踏まえたまちづくりを進めるため、
主として、都市再生機構が平成30年度
完了を目途として基盤整備を進めた
後、廃止となる見込み。廃止予定

の有無

 直営
（委託無）

終期

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

財政健全経営計画
実行プラン

対象

5 達成度

説明：本事業は、昭和40年代建設の都営
住宅(南町一丁目、八幡町第1・第2アパー
ト）の建替に関し、平成22年に東京都と
の間で締結した基本協定に基づき、地域
環境の整備について協議を進めていくも
のであり、改善・改正の余地はない。

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期 平成31年度

努力義務的
(法律・政令等)

終期

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

廃止予定
の有無

説明：法令の規定に基づき届出された行
為について、審査及び検査を行うもので
あり、改善・改正の余地はない。

0

105

　
対象

地区計画に沿った土地利用を
誘導し、良好な市街地環境の
形成を図る。

30 279 27,900

36,700

給付
事業

都市計画法

上乗せ 横出し

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

 直営
（委託無）

全部
委託

地区計画
適合率
［適合通
知数/届出
数］(％)

462

925

1,3540

07-02-10

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

根拠
法令
等

地区計画の地区整備計画が定
められた区域内の行為者

地区計画区域内の
行為審査事業

都市計画課
土地利用計画担当

都市計画課
土地利用計画担当

住宅市街地総合整
備事業

07-02-09

政策的 (改正実施年度　　年度)

根拠
法令
等

対象

ひばりが丘団地及び東久留米
団地並びにその周辺区域内

（国）住宅市街地総合整備事業制度要綱

一部
委託

指定
管理

補助
金

小平市

給付
事業

該当

上乗せ

東村山市 清瀬市 西東京市

07-02-12

都市計画課
土地利用計画担当

機構住宅建替に関
する事務

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

外部評価

東村山市

財政健全経営計画
実行プラン

根拠
法令
等

行政
補完的

都営住宅建替に関
する事務

07-02-11

都市計画課
土地利用計画担当

政策的

清瀬市 西東京市

対象

一部
委託

100

事業
内容
・

活動
手段 38,900

0

30

17

対象

実施した
項目/要請
した項目
(％)

98 32,6670

249

目的
・

意図 98

17

　30年度の方向性 縮小

説明：本事業に基づく事業費補助は、都
市再生機構のみ受けており、市は、国が
定めた要綱により、整備計画の策定・変
更及び同機構が作成した事業計画に対し
同意を行うものであり、改善・改正の余
地はない。

説明：平成28年度は、ひばりが丘地区で
補助対象事業完了に伴う完了報告を行な
い、また、上の原地区において、事業の
再評価後5年経過に伴い、再々評価を行っ
たためコストが上昇した。

総合評価（課題・方向性）：本事業
は、快適な居住環境等を創出するた
め、国が定めた要綱により補助金（交
付金）を受け基盤整備等を進めていく
ものである。
両地区とも都市再生機構が国から直接
補助を受け整備を進め、ひばりが丘地
区については、平成27年度に補助対象
事業が完了した。
上の原地区については、現在土地区画
整理事業により基盤整備を進めている
が、当該整備が完了した後、本事業は
完了となる見込みである。

業務フローに改
善の余地がある

568 56,800

効率性

説明：平成28年度は、前年度より届出件
数は増加したが、単位当たりコストに大
きな変動は生じなかった。

1,354 50,148

目的
・

意図

30年度の方向性 現状維持

105 1,030 57,222 100

事業
内容
・

活動
手段 106

3 達成度 3
106

　制度改正の
余地がある

建築行為等の届出に対し、地
区整備計画に照らし審査を行
い、当該行為完了後、検査を
行う。

適合通知
数(件)

18

10

27

30年度の方向性 縮小

86 1,370 685,000 120

事業
内容
・

活動
手段 1,200 600,000

効率性 2 達成度

45

「大規模団地の建替え」を契
機として、市が定めた住宅市
街地整備計画に基づき、都市
再生機構が行う公共施設等の
整備について協議を行う。

5

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

2

2

1,155

1,284

979 489,500

指定
管理

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　
根拠
法令
等

（都）東京都が行う公共住宅建設に関連する地域開発要綱
東久留米市内都営住宅の建替に関する協定書
都営東久留米南町一丁目団地建替事業に関する協定書

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

979

補助
金

2

横出し

「大規模
団地建
替」事業
認可の申
請数(件)

0

45

24

0

事業区域
内整備率
［実施戸
数/計画戸
数］(％)

30年度の方向性 現状維持

24 281 56,200 80

事業
内容
・

活動
手段 111 37,000

効率性 1 達成度

12

対象

2

5

3

東京都と
の協議回
数(回)

実施した
項目/要請
した項目
(％)

12

0

257

99

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

政策的

目的
・

意図

指定
管理

目的
・

意図

全部
委託

東久留米団地建替事業に関する基本協定
ひばりが丘団地建替事業に関する基本協定

終期

行政
補完的

小平市

3

10

建替えに当たり、周辺環境に
配慮した快適な居住環境の創
出や都市機能の更新を図る。

自主的
(条例・規則等)

86

総合評価（課題・方向性）：地区計画
区域は、都市計画道路の整備等に伴い
拡大している。
本事業は、法令の規定に基づき届出さ
れた行為について、審査等を行うもの
であり、今後も継続して実施してい
く。

良質な住宅供給とともに、地
区内の公共施設整備（道路・
公園等）を総合的に進めるこ
とにより、快適な居住環境の
創出、都市機能の更新等を図
る。

機構との
協議回数
(回)

建替えに当たり、周辺環境に
配慮した快適な居住環境の創
出や都市機能の更新を図る。

10
都市再生機構賃貸住宅の建替
えに当たり、協定に基づき、
市及び居住者の要望等が反映
されるよう都市再生機構と協
議を行う。

都市再生機構賃貸住宅（ひば
りが丘団地、東久留米団地）
及びその区域内

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

都市的土地利用と良好な住環境形成への誘導

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

住みやすさを感じるまち 施策番号・名 07 生活の快適性を支えるまちづくり 基本事業番号・名 07-02

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名

人件費
（理論値）

②
（千円）

指標
（単位）

実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

都市計画課長
吉川　雅継

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

都市計画課長
吉川　雅継

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

3.00 2.00

環境政策課長
小泉　勝巳

2.98

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 2.96

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ ■ 対象(平成27年度）
増加を目
指す指標

2.95

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

5.00 5.00

環境政策課長
小泉　勝巳

3.38

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 3.38

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

3.38

説明：平成28年度は平成27年度に比べて
申請件数が増えたたため、事業費等は増
加した。

総合評価（課題・方向性）：屋外広告
物許可申請等に関する事務は、法令に
基づく事務であり、今後も継続して実
施していく。

30年度の方向性

6,777

3

老朽化している市内のマン
ション

屋外広告物を掲出する広告主

東京都屋外広告物条例及び施
行規則に基づく、屋外広告物
の審査、許可等の事務

外部評価

現状維持

36,241 －6,674

説明：東京都屋外広告物条例及び施行規
則に基づく事業であり、市町村における
東京都の事務処理の特例に関する条例に
より東京都から委任されている事業であ
るため、事務の見直しは難しいと考える

6,508 43,678

事業
内容
・

活動
手段 2

効率性 4 達成度 3

61,500

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

2

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

30年度の方向性 現状維持

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

目的
・

意図 0

補助
金

根拠
法令
等

東村山市 清瀬市 西東京市

マンションの建替
え等の円滑化法に
基づく相談事業

都市計画課
住宅開発指導担当

07-02-14

都市計画課
計画調整担当

屋外広告物許可申
請等に関する事務

横出し

対象 外部評価

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

指定
管理

根拠
法令
等

対象

屋外広告物法
（都）東京都屋外広告物条例、市町村における東京都の事務処理の特例に関する条例

廃止予定
の有無

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

07-02-13

清瀬市

上乗せ

財政健全経営計画
実行プラン

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

小平市 東村山市

財政健全経営計画
実行プラン

目的
・

意図

良好な景観の形成し、風致を
維持し、公衆に対する危害を
防止する。

55

187

215

149

西東京市

75

終期

126,000

131 131,000 －3

対象

新規・継
続申請処
理件数
(件)

128

29,6056,365

103 103

自主的
(条例・規則等)

小平市

マンションの建替え等の円滑化に関する法律
（都）良質なマンションストックの形成促進計画

老朽化したマンションの建替
えの措置に関する相談を行
い、都に案内することで良好
な住居環境の確保と地震によ
る倒壊等の被害から、市民の
生命や財産を守る。

マンション建替法を理解して
もらうため、都が作成した
リーフレットの配布などＰＲ
を行う。

1

2

1

相談件数
（件）

事業
内容
・

活動
手段

該当

上乗せ 横出し

対象

説明：相談件数の変動が少ないため、費
用もほぼ同額である。

75 6,433

6,360

126

総合評価（課題・方向性）：28年3月
に都が策定した「良質なマンションス
トックの形成促進計画」により都民の
豊かな住生活を支える安全で良質なマ
ンションストックを目指すことから、
市は今後も引き続きマンションの適正
な管理等を図る施策の推進やマンショ
ンの建て替えの措置に関する相談事業
を実施していく。

124

123

説明：市民からのマンション建替え相談
があった場合に支援等も含め都へ取次ぐ
事務となるが、実質的に改善の余地は少
ない

3

123

効率性

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

3 達成度

　

広場数
(件)

32 37,382 37,382

給付
事業

該当

終期

38,908 5,907

1 69,097

5,664

終期

上乗せ

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

根拠
法令
等

横出し

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

横出し

該当

07-02-15

環境政策課
緑と公園係

子供の広場整備事
業

07-02-16

環境政策課
緑と公園係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期 平成29年度

　30年度の方向性 現状維持

（市）児童遊園条例，（市）子どもの広場管理運営要綱
（市）環境基本計画，（市）緑の基本計画

32 36,086 36,086 5,875 41,961 1,311,281 149

説明：事業として継続することと、コス
トの削減を両立させることは難しい。

総合評価（課題・方向性）：施設設備
の老朽化や、樹木の高木化等の課題が
あり、現状の外部委託等を踏まえ、更
なる管理方法を検討していく。

事業
内容
・

活動
手段

市内32箇所に「子どもの広
場」を確保するために、地権
者に賃借料を支払い（19ヵ
所）又は公租公課を免除（5
箇所）し賃貸契約を結ぶ（他
は公有地)。 広場等の

整備面積
／児童数
（人）

1,400,469

対象

広場を利用する子供（児
童）、保護者、広場の土地所
有者

補助
金

目的
・

意図

子供の遊び場の確保。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

32 38,908 44,815

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

公園整備事業

外部評価

4,720 73,817 73,817,000

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

69,097

上乗せ

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

43,046 1,345,188

効率性 3 達成度 5

廃止予定
の有無

説明：予算の削減や人件費の高騰等によ
り、清掃回数等を減らしながら対応して
おり、快適な利用を確保するためには、
これ以上の効率化は困難である。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

30年度の方向性 休止

（国）都市公園法，（市）都市公園条例
（市）環境基本計画，（市）緑の基本計画

1 64,271 64,271 4,896 69,167 69,167,000 68

説明：公園の改修工事に係る経費であ
り、業務フローの改善及び制度改正の余
地はない。

総合評価（課題・方向性）：神山堂阪
公園の区域変更に伴う改修工事を行っ
たことで、当面の間は、経常経費への
計上は休止する。
なお、臨時経費は、平成27年度に策定
した緑地保全計画に基づき、樹林地を
「都市計画緑地」として供用する過程
で、適宜計上していく。

事業
内容
・

活動
手段

市内１箇所の公園（神山堂阪
公園）の全面改修工事を行
う。

市民一人
あたりの
公園・緑
地等の整
備面積
（㎡）

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

対象

市民
都市公園区域

契約件数
（件）

効率性 3 達成度 1

廃止予定
の有無

説明：平成28年度は神山堂阪公園の改修
工事の費用が発生した。
（市民一人あたりの公園・緑地整備面積
3.38㎡）

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

市民の公園として利用しやす
くする。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

1 535 535 4,922 5,457 5,457,000
財政健全経営計画

実行プラン
対象

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

都市的土地利用と良好な住環境形成への誘導

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

住みやすさを感じるまち 施策番号・名 07 生活の快適性を支えるまちづくり 基本事業番号・名 07-02

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名

人件費
（理論値）

②
（千円）

指標
（単位）

実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

環境政策課長
小泉　勝巳

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ その他（各市）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

都市計画課長
吉川　雅継

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成26年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成25年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

道路計画課長
小林　徹雄

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

都市計画課長
吉川　雅継

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

公園・緑
地の維持
管理数
（箇所）

外部評価

3,505 41,042

効率性

総合評価（課題・方向性）：墓地等の
経営許可等に関する事務は、法令に基
づく業務であり、今後も継続して実施
していく。

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

廃止予定
の有無

補助
金

説明：法令に基づき事業を進めるもので
あり、改善・改正の余地はない。

50

1

1
説明：27年度の実績が無かったため、中
庸値として3とした。

「地域の自主性及び自立性を高めるための
改革の推進を図るための関係法律の整備に
関する法律」により、平成２４年４月１日
から許可権限が市に移譲されたため条例を
整備したもので、墓地、納骨堂又は火葬場
の経営の許可等に関し必要な事項を定め、
墓地等の経営の適正化及び墓地等と周辺環
境との調和を図り、もって公衆衛生その他
公共の福祉の確保に寄与することを目的と
している。

対象

1 51 52 52,0001

上乗せ 横出し

都市計画施設予定地に、除却
困難な建築物を建築させない
ことにより、将来の都市計画
事業の円滑な実施を図る。清瀬市 西東京市

政策的 (改正実施年度　　年度)

20

685

終期

－1 51

一部
委託

指定
管理

0

許可（経
営・変
更・廃
止）数
(件)

（国）都市計画法　（市）東久留米市宅地開発等に関する条例

市内において、墓地等の経営
の許可を求める宗教法人

申請に基づき、許可条件を満
たしている宗教法人であるか
を書類審査し、許可通知書を
発行する。

達成度 3

財政健全経営計画
実行プラン

墓地等の経営許可
等に関する事務

都市計画課
住宅開発指導担当

07-02-18

根拠
法令
等

対象

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

全部
委託

事業
内容
・

活動
手段

 直営
（委託無）

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

－

外部評価

目的
・

意図 1 49 49 49,0000

制度改正の
余地がある

719

都市計画施設等の区域内に建
築を行う建築主等。

30年度の方向性 現状維持

3

07-02-19

道路計画課
道路交通計画係 根拠

法令
等

努力義務的
(法律・政令等)

都市計画施設、区
域内等の建築許可
事務

24 0

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

　

0

平成28年度

懇談会等
の開催件
数(回)

2,492 3,209

　30年度の方向性 現状維持
業務フローに改
善の余地がある

達成度 3
693 693 40,76517

許可件数
(件)

説明：都市計画法で定められた事務であ
ることから、業務フローの改善及び制度
改正の余地はない。

説明：28年度と比較して建築許可申請が
増加したため。

総合評価（課題・方向性）：
「地域の自主性及び自立性を高めるた
めの改革の推進を図るための関係法律
の整備に関する法律」により、平成24
年4月1日から許可権限が市に移譲され
たものである。都市計画施設内の暫定
的な土地利用を図るために必要な事業
である。また、都市計画事業の支障と
なる建築物の建築を制限することによ
り、事業の円滑な執行を図る目的があ
る。
法定の事務であるとともに、都市計画
施設内の暫定的な土地利用を図るため
にも、引き続き事務を進めていく。

685

効率性 4

28,542
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

申請に基づき、法定の建築許
可条件を満たしている建築物
であるかを書類審査し、許可
通知書を発行する。

0

719 35,950 －

事業
内容
・

活動
手段

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

対象

給付
事業

該当

都市計画法

行政
補完的

自主的
(条例・規則等)

全部
委託

一部
委託

義務的
(法律・政令等)

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

説明：地区のまちづくりのルールである
地区計画は、地区内の関係権利者の合意
形成が不可欠で、丁寧に進めていく必要
がある。

説明：平成28年度は、平成27年度までに
取りまとめた都市計画素案を基に直営で
都市計画案を作成し、都市計画決定等に
伴う作業を行ったため、コストが減少し
た

2,898

終期

1

都市計画法
（市）東久留米市地区計画等の案の作成手続きに関する条例
　　　東久留米市都市計画マスタープラン
（都）区市町村が定める都市計画に係る知事の同意等に関する要綱

目的
・

意図

効率性 5

政策的 (改正実施年度　　年度)

上乗せ 横出し

給付
事業

該当
事業
内容
・

活動
手段

3

176

東３・４・５号線
沿道地区計画策定
事業

07-02-20

都市計画課
土地利用計画担当 根拠

法令
等

清瀬市

財政健全経営計画
実行プラン

対象

指定
管理

努力義務的
(法律・政令等)

小平市

補助
金

西東京市

外部評価

整備中の都市計画道路東3･4･
5号線沿道地区において、地
区計画の決定と用途地域の見
直しを行うため、関係権利者
との懇談及び東京都との協議
等を行う。

 直営
（委託無）

全部
委託

東村山市

3,242

関係権利者の理解を得ながら
地域の特性に応じた地区計画
の策定及び用途地域の変更を
行うことにより、都市計画道
路沿道にふさわしい良好な市
街地環境を形成する。

2

1

　
総合評価（課題・方向性）：平成28年
11月に都市計画審議会に都市計画案
（用途地域の変更、地区計画の決定）
を付議し答申を得た後、決定告示を
行ったことから本事業は完了した。

30年度の方向性
廃止(完了･統合含

む)

2,492

6,140 3,070,000

5,701 5,701,000

2,898

2,251 2,251,000 －

対象

公園
公園利用者

公園維持管理事業

達成度

対象

2,075

廃止予定
の有無

一部
委託

行政
補完的

176

東3･4･5号線沿道区域及び関
係権利者

自主的
(条例・規則等)

終期

根拠
法令
等

横出し

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

07-02-17

財政健全経営計画
実行プラン

対象

環境政策課
緑と公園係

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 拡大

（国）都市計画法（国）都市公園法，（市）都市公園条例
（市）環境基本計画，（市）緑の基本計画

135 46,114 46,114 9,792 55,906 414,119 100

説明：事務事業の殆どが外部委託であ
り、成果を落とさずコスト削減は難し
い。

総合評価（課題・方向性）：「公園施
設長寿命化計画」に基づき、平成29年
度から「公園施設長寿命化対策事業」
が本格的に実施される。また、国費の
充当にあたっては、効率のよい申請を
行い、単費での支出を最大限抑制して
いく。

事業
内容
・

活動
手段

年間を通じた清掃・草刈・樹
木剪定・消毒等。公園遊具の
点検・補修。

事故が発
生しな
かった公
園・緑地
の割合
（％）

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ

135 9,440 57,287 424,348

効率性 3 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：平成28年度は、通常の維持管理業
務に併せて、公園灯LED化に伴う事前調査
を行った。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

安全で安心していく利用でき
る公園に管理していく。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

133 46,677 2,200 3,655 40,822 9,844 56,521 424,970

47,847 3,300

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

都市的土地利用と良好な住環境形成への誘導

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

住みやすさを感じるまち 施策番号・名 07 生活の快適性を支えるまちづくり 基本事業番号・名 07-02

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名

人件費
（理論値）

②
（千円）

指標
（単位）

実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

都市計画課長
吉川　雅継

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

効率性 5

説明：地区のまちづくりのルールである
地区計画は、地区内の関係権利者の合意
形成が不可欠で、丁寧に進めていく必要
がある。

3,329

自主的
(条例・規則等)

東3･4･20号線沿道区域及び関
係権利者

整備中の都市計画道路東3･4･
20号線沿道地区において、地
区計画の決定と用途地域の見
直しを行うため、関係権利者
との懇談等を行う。

清瀬市

3,329

給付
事業

該当

上乗せ

廃止予定
の有無

達成度

3,249,500

制度改正の
余地がある 　

東３・４・２０号
線沿道地区計画策
定事業

根拠
法令
等

対象

07-02-21

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

東村山市

行政
補完的

関係権利者の理解を得ながら
地域の特性に応じた地区計画
の策定及び用途地域の変更を
行うことにより、都市計画道
路沿道にふさわしい良好な市
街地環境を形成する。

都市計画法
（市）東久留米市地区計画等の案の作成手続きに関する条例
　　　東久留米市都市計画マスタープラン
（都）区市町村が定める都市計画に係る知事の同意等に関する要綱

都市計画課
土地利用計画担当

 (改正実施年度　　年度)政策的

全部
委託

2,293

補助
金

小平市

―

西東京市

 直営
（委託無）

1

事業
内容
・

活動
手段

―

5,560

一部
委託

義務的
(法律・政令等)

終期 平成29年度

指定
管理

横出し

3,267

努力義務的
(法律・政令等)

懇談会等
の開催件
数(回)

業務フローに改
善の余地がある 　 30年度の方向性

廃止(完了･統合含
む)

6,499

総合評価（課題・方向性）：本事業
は、神宝町地区の都市計画道路東3･4･
20号線沿道地区において、現環境と調
和した住商複合地としての土地利用を
誘導していくため、懇談会等による関
係権利者との合意形成や関係機関との
調整を行いながら地区計画の決定及び
用途地域の変更を行う事業であり、平
成28年度までに関係権利者を対象に懇
談会等を開催したうえで、都市計画素
案を取りまとめた。
平成29年度は、当該都市計画素案をも
とに都市計画決定の手続きをすすめ、
決定告示を行う予定。

0 ―

5,560,000

3,1702 －

説明：平成28年度は、平成29年度の都市
計画決定に向け懇談会の回数が増加した
ため、単位当たりコストが減少した。

3
3,267

目的
・

意図 0

東久留米市


